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序　　　文

フィリピン政府は経済低迷から脱出するための国家重点目標のひとつに雇用機会の創出を掲げ、

それには職業訓練に従事する人材開発が重要であるとして、職業訓練実施体制の整備・改善を目

的とする技術協力を、わが国に要請してきました。

これを受けて国際協力事業団は「職業訓練向上計画」プロジェクトの技術協力を、平成 6 年 4 月

から 5 年間にわたって実施しています。

このたび、プロジェクト終了が約半年後に迫ったため、平成 10 年 10 月 19 日から同 30 日まで、

労働省職業能力開発局海外協力課課長補佐　奥村伸人氏を団長とする終了時評価調査団を派遣し、

プロジェクトの最終評価を行いました。同調査団によると、プロジェクトはその目標を達成する

成果を着実にあげており、フィリピンの国家目標達成に貢献しています。

本報告書は、同調査団の評価結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力にあたって、広

く活用されることを望むものです。

ここに、調査団の各位をはじめ、ご協力いただいた外務省、労働省、雇用促進事業団、在フィ

リピン日本大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き国際協力

にいっそうのご支援を賜りますよう、お願い申し上げる次第です。

平成10 年 11 月

国 際 協 力 事 業 団　　

理 事　泉 　 堅 二 郎　　











略　語　表

CTC（Complete Task Cube）：コンプリートタスクキューブ（訓練教材開発手法）

CTM（Curriculum and Teaching Materials ）：カリキュラム教材開発

CTMD（Curriculum and Training Materials Development）：カリキュラム ／ 教材開発

DECS（The Department of Education, Culture and Sports）：教育文化スポーツ省

DOLE（The Department of Labor and Employment）：労働雇用省
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IVTD（Institute of Vocational Training and Development）：職業訓練研究部
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MP（Metal Processing）：金属加工

NCEE：大学入学国家試験

NEDA（National Economic and Development Authority）：国家経済開発庁

NITVET（National Institute for Technical Vocational Education and Training）

：技術職業教育訓練センター

NITVET － TESDA：現行プロジェクト実施機関（プロジェクト名は PEVOTI）

NMYC（National Manpower and Youth Council）：国家人材青年協議会

OMPC（Office of Manpower Planning ＆ Coordination）：マンパワープランニング調整部

OMSD（Office of Manpower Skills Development）：マンパワー技能開発部

PCM（Project Cycle Management）：プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM 手法）

PDM（Project Design Matrix ）：プロジェクト・デザイン・マトリックス

PEVOTI（Project for Enhancing Vocational Training of the Institute）

：職業訓練向上計画プロジェクト

PMTC（Provincial Manpower Training Center）：県マンパワー訓練センター

R ／ D（Record of Discussions）：討議議事録

RMTC（Regional Manpower Training Center ）：地域マンパワー訓練センター

TESDA（The Technical Education and Skills Development Authority）

：技術教育技能開発庁（技術教育事業団）94 年に設立

TM（Training Management）：訓練管理

TMC（Training Management Cycle）

TMU（TMC Managing Unit）：TMC マネージング・ユニット

TSC（TMC Steering Committee）：TMC 運営委員会

VTRI（The Vocational Training and Research Institut）：職業訓練研究所
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第 1 章　終了時評価調査団の派遣

1 － 1　派遣の経緯と目的

フィリピン政府は近年の経済低迷から脱出するため、国家重点目標のひとつとして雇用機会の

拡大を図ってきたが、労働者の技能水準を向上するには職業訓練に従事する人材の開発が重要で

あると判断して、職業訓練実施体制の整備、確立にかかるプロジェクト方式技術協力をわが国に

求めてきた。

これを受けて国際協力事業団（JICA）は、累次調査を経て 1994 年 4 月 1 日から 5 年間にわたる

「フィリピン職業訓練向上計画」プロジェクトを実施してきた。本件プロジェクトはフィリピン技

術教育・技術開発庁（TESDA）が行う職業訓練について、管理運営体制の質的改善を目的とする

もので、具体的には、訓練管理サイクル（Training Management Cycle：TMC）のコンセプトを

活用して、技術移転が進められてきた。TMC とは“訓練ニーズの調査→訓練企画→教材開発→訓

練実施→評価”の過程を経て「効果的・効率的な職業訓練実施体制」を組み上げようとするプログ

ラム（ソフトウェア）である。

この目的達成のために、長期専門家延べ15 名、短期専門家16 名の派遣、研修員16 名の受入れ、

機材供与約 2 億 6500 万円（1998 年度協力予定を含む）、さらには個別専門家派遣（職業訓練開発、

労働技能検定）などの協力が行われてきた。

このたびプロジェクトの終了を約半年後に控え、これまでの活動全般の評価を行うため、終了

時評価調査団の派遣となった。本調査団はプロジェクトの活動、運営・管理状況、カウンターパー

トへの技術移転状況について情報収集・確認を行うとともに、評価 5 項目（目標達成度、効果、効

率性、計画の妥当性、自立発展性）の観点から技術移転の達成度を判定・評価し、その評価結果を

日本・フィリピン双方で確認したうえでミニッツに取りまとめ、協力期間終了までのプロジェク

ト活動についてもフィリピン側と協議することを目的に派遣された。

1 － 2　調査団の構成

　（氏名）　　　　（分野）　　　　　　　　　　　　　　（所属）

奥村　伸人 団長・総括 労働省職業能力開発局海外協力課課長補佐

内野　智裕 訓練管理 労働省職業能力開発局海外協力課海外訓練協力官

掛水　正二 カリキュラム教材開発 雇用促進事業団職業能力開発指導部国際協力課専門役

八崎　　透 訓練コース開発 雇用促進事業団北九州職業能力開発短期大学校

杉野　義郎 評価計画 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課

松本　　彰 評価調査 アイ・シー・ネット㈱
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（2）技術教育・技能開発庁（TESDA）

Edicio G. dela Torre Director General

（3）職業訓練向上計画プロジェクト（PEVOTI）

Carlos G. Gellekanao Executive Director, NITVET （Project Manager, PEVOTI）

Pascual R. Arriola Chief ,  Faci l i t ies  and Equipment  Maintenance Divis ion

（Managing Coordinator, PEVOTI）

Abundio C. Bacay Chief, Training and Research Development Division

Gil P. Casuga Chief, Curriculum and Training Aids Division

Ricardo J. Mejia Chief, National Center for Technical Education and

Staff Development Division

船場　　専 チーフアドバイザー

木村　伸一 調整員

西川　義雄 長期専門家

久米　篤憲 長期専門家

立壁　保郎 長期専門家

村上　智広 長期専門家

赤羽根　昇 長期専門家

（4）在フィリピン日本大使館

水野順一郎　 二等書記官

（5）JICA フィリピン事務所

後藤　　洋　 所長

黒柳　俊之　 次長

中村　　明　 職員

高橋　政俊　 職員

1 － 5　終了時評価の方法

（1）目的

終了時評価は、JPCM 手法に基づいて行われた。JPCM 手法による評価とは、プロジェクト

管理の要約表であるプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を用いたもので、評価時
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点での計画達成度（計画の達成状況もしくは達成見込み）を踏まえたうえで、評価の 5 項目（目

標達成度、効果、実施の効率性、計画の妥当性、自立発展の見通し）の観点から評価を行い、

その結果をまとめたものである。

通常、JPCM 手法を用いて評価を行う場合には、プロジェクトの開始時点から同手法が適用

され、PDM が作成されていることが前提となる。本プロジェクトにおいては、JICA として初

めてのプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法によるワークショップが実施さ

れ、参加者分析、問題分析および代替案分析まで行われているが、PDM までは作成されてい

ない。その後、討議議事録（Record of Discussions：R/D）に基づいて PDM が作成されてい

るものの、以後必要な改訂がなされておらず、内容に改善の余地があった。そこで、評価時

での PDM の見直しを含め、実態をより正確に反映する形に部分的に改訂し、団員間でのコン

センサスを取った。現地でも、プロジェクト専門家はじめ、相手国政府やカウンターパート

機関にも詳細に説明し、JPCM 手法に関する合意を得た。

（2）評価調査に用いた方法

プロジェクト関係書類の参照、現場視察、プロジェクト関係者との面談、ヒアリング、また

質問票を用いた。

1）プロジェクト関係書類の収集・検討

評価を行うにあたり、調査前および調査中に以下の参考資料や報告書類を収集し、プロジェ

クトの概要を把握、その背景を整理するとともに、プロジェクトの進捗状況を再点検したり、

プロジェクトの抱える問題点や課題を検討した。

・JICA の事前・長期・実施協議・計画打合せ各調査団報告書

・協議の際のミニッツ・議事録・R/D・暫定実施計画（TSI）

・プロジェクト概要

・プロジェクト側（日本人専門家）が作成した報告書および書類（四半期報告書、投入実績

表、実績成果一覧表、機材管理状況表、プロジェクト実施状況表、現地業務費報告書、カ

ウンターパート機関組織図、フィリピン職業訓練状況他）

・相手国側が作成した資料（予算案、プロジェクト計画案、組織図他）

2）現場視察

プロジェクトが実施されているセンター内を視察、観察し、また質疑を行った。
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3）質問票

質問票はプロジェクト専門家のカウンターパート（全部で 15 名）に対し、技術能力向上度

や管理者および指導員としての資質の向上度を把握するために実施した（質問票および質問

回答、並びに回答結果取りまとめは資料 2、3 に添付）。客観的な評価を行うため、プロジェ

クト専門家にも、カウンターパートの能力技術レベルの評価を取りまとめてもらった。また、

カウンターパートには、全体ならびに個別ヒアリングを実施した。

さらに、PEVOTI で研修を受けた卒業生にも、研修の成果やその後の活用方法を把握する

ため、質問票を配布した。

4）プロジェクト関係者との面談、インタビュー、協議

日本人専門家、調査員とはさまざまな角度から、ヒアリングや意見交換を行い、また協議

を行った。また現地調査より前に、チーフアドバイザーに自己評価として、プロジェクト進

捗状況や達成成果状況を表に取りまとめてもらったので、その表をもとにして確認や質疑を

行った。さらにカウンターパートはじめ、相手国関係者にもインタビューや質疑応答、さら

には協議を行った。

（3）評価 5 項目について

以上の結果に基づいて、評価調査団内で、評価の 5 項目（目標達成度、効果、効率性、計画

の妥当性、自立発展の見通し）による評価を行った。

（4）制約事項

終了時評価といっても、それぞれの活動が現在も進行中であり、たとえば効果の発現が

部分的なものもある。このため、間接的効果や自立発展性については、評価調査団としての

現段階での考えを述べ、相手側と協議した。評価のための時間には制限があったので、時間

の効率化を図るため、団員間でデマケーションを行い、評価を取りまとめた。
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第 2 章　要約

本調査団は、1994 年 4 月 1 日から始まったプロジェクト方式技術協力「フィリピン共和国職業

訓練向上計画プロジェクト」が、1999 年 3 月 31 日をもって終了することを踏まえ、その成果につ

いて最終評価を行い、フィリピン側と協議のうえ、ミニッツとして取りまとめ、また評価結果か

ら提言や教訓を引き出すことを主たる目的としていた。プロジェクト実施に至る経緯やプロジェ

クト内容、さらに実施機関の改編については、後述する。

本プロジェクトは、トレーニング・マネージメント・サイクル（TMC）というソフトウェアの導

入による職業訓練の能力の向上を内容としたもので、わが国の職業訓練分野の技術協力としては

異例のものである。プロジェクトで最初に行われたことは、わが国で行われている職業訓練の管

理システムをもとに、フィリピンに適する形に TMC を開発することであった。そこで、カウン

ターパートとわが国専門家チームは職業訓練管理のあるべき姿について議論を重ね、最終的に

TMC というひとつの形に達した。この過程は決して容易なものではなかったが、プロジェクトに

関係するすべての者が TMC という概念を共有するためには、きわめて有意義であったと考えられ

る。

本プロジェクトは、技術教育・技能開発庁　技術職業教育訓練センター（NITVET―TESDA）と

いうフィリピン側の職業訓練機関から、わが国の先進技術の導入ではなく、訓練管理サイクルと

いうソフトの移転に重点をおく技術協力要請を受けて始められた。プロジェクトの開始時から終

了時まで一貫して、この考え方のもとにすべての参加者が積極的に技術移転に取り組んできたこ

とが、本プロジェクトのきわだって実りある実績をもたらした最大の要因であったと思われる。

本評価調査団は、プロジェクトの実施状況とその成果について、フィリピン側のプロジェクト

関係者と綿密な協議を行った。その協議の結果、本評価調査団はフィリピン側と共同で評価を行

い、ミニッツとして取りまとめた。

ミニッツで署名された評価の要約は、次のとおりである。

「計画達成度」に関しては、大変良好であり、プロジェクト目標が達成されている。本プロジェ

クトは、予定された目標に向けて各活動がよい成果をあげている。

「目標達成度」については、成果やプロジェクト目標が着実に生み出されている。まずカウンター
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パートによって、TMC の基本的な概念が十分に理解され、各職業訓練コースも開発されて、技術

移転は順調に進展している。さらに、高く評価される成果としてTMC の紹介ビデオとTMC マニュ

アルの作成があり、TESDA 各訓練施設への TMC の普及に活用されることとなっている。以上に

より、プロジェクト目標は十分達成されていると認められた。

「効率性」に関しては、いくつかの面で投入の遅れが見受けられるものの、全般的に投入は適切

であり、成果にうまく結び付いている。

「効果」については、プロジェクト計画で予期していた成果に加えて、プラスの効果が見受けら

れる。

「計画の妥当性」については、貧困解消、都市・農村の格差解消、経済発展の基盤造り、生産雇

用機会の創出という国家開発の重点目標に資するための人材開発は、フィリピンでは最も重要な

政策であり、この人材開発という政策目標を達成するために、職業訓練ひいては指導員の育成は

急務であり、妥当性が高かった。

「自立発展性」については、本評価調査で大きな阻害要因は認められない。何よりも重要なこと

は、TMC が NITVET―TESDA において着実に根づきつつあることである。しかしながら、今後

TMC が全国の各訓練施設に普及するには、TESDA が訓練管理者および指導員に対する TMC の

研修を継続・発展させる必要がある。また、プロジェクトが対象とした 3 つの試行技術分野以外

で TMC を展開することも重要である。

以上のような評価に基づき、本調査団は結論を記述し、さらに提言をまとめた。

そこでは特に、プロジェクト終了後も、プロジェクトで生み出された成果や取り組みが継続、発

展されるならば、技能労働者の育成はより効果的に推進され、フィリピンの経済発展を支えるこ

とが期待されるとするものである。
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第 3 章　プロジェクトの当初計画

3 － 1　プロジェクトの成立と経緯

フィリピンは、1990 年代当初、湾岸戦争が国際経済に及ぼした影響に加え、地震、火山噴火な

どの頻発する自然災害を受け、また累積債務問題、外貨不足、高失業率、物価上昇などの経済問

題を抱えて、国家経済状況が全般的に低迷していた。このような状況のもと、フィリピン政府は

貧困の撲滅、都市と農村の経済格差解消、生産増大、雇用機会の創出、持続的経済成長の達成と

いう国家開発重点目標を設定した。

そのなかでも、最大の課題は経済再建による雇用機会の創出であった。統計的に発表された 1991

年度の失業率は 10.6％であり、これに不完全失業率を加えると 30％を超えていた。こうした失業

者の増大は、フィリピン国内の政治的・社会的安定を脅かす要因となりかねない。このために、

フィリピン政府は製造業、とりわけ海外からの直接投資増大による新規雇用機会の拡大を図ると

ともに、労働者の技能水準の向上を実現するために職業訓練の質的向上／量的増大を積極的に図っ

てきた。

フィリピン政府は上記目標を達成するためには、職業訓練に従事する人材の開発が重要である

との判断から、日本政府に対し、技術教育・技能開発庁（TESDA）が実施するカリキュラム・教

材開発、技能資格開発、職業技術訓練、情報サービス、訓練管理などを含む職業訓練実施体制を

整備・改善することを内容とするプロジェクト方式技術協力を要請してきた。これを受けて国際

協力事業団は、累次の調査の結果、1994 年 4 月 1 日から 5 年間の協力を開始した。プロジェクト

実施に至る経緯は以下のとおりである。

フィリピン政府から日本政府に対する職業訓練研究機構プロジェクトの技術協力要請を受け、

1992 年 12 月に事前調査団が派遣された。要請内容はフィリピンに職業訓練研究所（VTRI）を新

設し、訓練施設管理者の教育訓練、指導員向上訓練、管理者および指導員を対象とした情報処理

を実施するための協力であった。これは、従来のハードウェア技術分野に特定した協力と大きく

異なり、職業訓練の管理・運営体制に関するソフトウェアを内容とするものであった。

事前調査団は、JPCM 手法による問題分析を実施し、わが国協力のマスタープラン策定に必要な

要請背景と内容の確認を行った。さらに、1993 年 3 月に第 1 次長期調査員、同年 10 月に第 2 次長

期調査員が派遣され、具体的なプロジェクト実施体制、マスタープランにかかる協議が行われた。

なお、わが国の職業訓練分野の協力において、協力内容の形成に PCM 手法が用いられたのは、本

プロジェクトが初めてのケースとなった。

1994 年 2 月 24 日から 3 月 4 日まで、事前調査、長期調査の結果を踏まえ、プロジェクトの実施

協議調査団が派遣された。派遣に際しては、あらかじめ日本側でR/D 案、TSI 案を用意し、ミニッ
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ツ案を用意し、これらをフィリピン側に提示する形で協議が行われた。こうしてまとめられたの

が本プロジェクトである。

一方、プロジェクトの実施中にフィリピン政府では関係機関の改編が行われた。同国では 1969

年以来、労働雇用省の付属機関として国家人材青年協議会（NMYC）が職業訓練行政の中心的役割

を担っており、また本プロジェクトの実施機関となっていたが、1995 年、教育文化スポーツ省

（DECS）の技術職業教育局（BTVE）などを統合し、技術教育・技能開発庁（TESDA）が創設され

た。これに伴い、NMYC の下部機関である職業訓練研究部（IVTD）が TESDA 傘下の技術職業教

育訓練センター（NITVET）に名称を変更している。これらの統合に際して、TESDA 長官と JICA

フィリピン事務所長の間で機関名称変更にかかる覚え書きを交換したが、本プロジェクトの実施

に対する影響はなかった。

本件プロジェクトは、最終的には TESDA が実施するフィリピン全体の職業訓練の実施体制の

確立に必要な管理・運営体制の質的改善を目的としている。具体的には、「効果的・効率的な職業

訓練実施体制の確立」というシステム構築を成し遂げるためにトレーニング・マネージメント・サ

イクル（Training Management Cycle：TMC）というコンセプトそのものを技術移転することで

ある。

本件プロジェクトは、職業訓練の実施能力を向上させるため、フィリピンに適した職業訓練の

管理手法を、TMC として開発し、技術教育・技能開発庁（TESDA）、国家技術職業教育訓練セン

ター（NITVET）における職業訓練が TMC に基づき展開され、管理者、指導員の能力が向上する

ことを目標とする。またプロジェクトの成果は、TMC に基づき管理者訓練、指導員訓練が実施で

きるカウンターパートの育成と、訓練管理、カリキュラム・教材開発、金属加工、機械、制御の

各分野の訓練コース開発能力が向上することとされている。TMC はすべての職業訓練コースを対

象としているが、プロジェクトは個別の技術分野でTMC を用いた訓練コースの開発、改善を実施

する必要があったため、プロジェクトが対象とした訓練管理、金属加工、機械、制御は、TMC の

実用を促すための試行分野と位置づけられる。

3 － 2　プロジェクト目標・活動計画・投入計画の改訂

プロジェクトの基本的な方針や計画はマスタープランやPDM に記載されている。しかしながら、

この PDM は、実施協議時に承認されたままの形であり、その後の状況の変化に合わせた PDM の

改訂は行われていなかった。

今回は、すでにプロジェクトの終了に近い時点での評価であり、安易に PDM を改訂すべきでは

ないと思われた。しかしながら、評価の基本的なツールである PDM が計画の変更を反映していな

いと、評価作業が困難であり、かつ不正確となる恐れがあるため、調査団と現地のプロジェクト
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関係者（専門家およびカウンターパート）で協議し、以下のような最小限の修正を施し、PDM 改

訂版（表 3 － 1）を作成した。

（1）プロジェクト目標を、活動の内容と区別するため、以下のように表現の改訂を行った。

（2）PDM には、R/D の ANNEX に掲載されているマスタープランの内容と相違し、明記されて

いないプロジェクト活動〔 2）～ 4）の活動内容〕があったので、以下のように改訂（追加）を

行った。

〔改訂前〕

TMC システムをもとに、現状の職業訓

練コースのカリキュラム、教材開発等を行

い、NITVET―TESDA の管理者および指

導員の職業訓練を実施するために必要な能

力の向上に努める。

〔改訂後〕

TMC システムをもとに、NITVET―

TESDA において職業訓練を実施するため

に必要な能力の向上に努める。

〔改訂前〕

TMC に基づく管理者訓練・指導員訓練

の調査・企画・開発・実施・評価のための

以下の項目にかかる技術移転

① TMC 委員会の運営

②基礎調査の実施

③ニーズ調査の実施

④訓練企画

⑤カリキュラム・訓練教材の開発

⑥試行訓練の実施

⑦評価

〔改訂後〕

1）TMC に基づく概念・技能のための以下

の項目にかかる技術移転

① TMC 委員会の運営

②基礎調査の実施

③ニーズ調査の実施

④訓練企画

⑤カリキュラム・訓練教材の開発

⑥試行訓練の実施

⑦評価

2）管理者訓練

3） 3 分野（機械・金属加工・制御）にかか

る指導員試行訓練

4）現行の職業訓練コースのカリキュラム

と教材開発
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（3）プロジェクト目標の指標データ入手手段のなかの、関連があまりないものを削減し、以下の

ように改訂を行った。

（4）外部条件の内容やそれぞれの位置があいまいであったので、不適当と思われるものは削除

した。

（5）プロジェクトの終了時にあたり、投入実績を明記した。

これら以外にも改善を要すると思われる点として① 上位目標・プロジェクト目標・成果の

おのおのの「指標」や「指標データ入手手段」が内容や時間の点であいまいである、② プロジェ

クト実施前に行われた PCM ワークショップの成果が、PDM に生かされていない――などの

問題があった。

〔改訂前〕

1）TMC の活動計画

2）TSC の報告書

3）モニタリング報告書

4）プロジェクトの実績報告書

5）年次計画書

6）基礎調査

7）基礎調査報告書

8）プロジェクトの評価報告書

〔改訂後〕

1）TSC の報告書

2）モニタリング報告書

3）プロジェクトの実績報告書

4）年次計画書

5）基礎調査報告書

6）カウンターパートへの質問票・ヒア

リング結果





─ 13 ─

第 4 章　プロジェクトの評価

4 － 1　全体評価

4 － 1 － 1　計画達成度

（1）投入

1）日本側投入

a）専門家派遣

開始当初から現在まで、チーフアドバイザー、業務調整、各分野の専門家（カリキュ

ラム／教材開発、訓練管理、制御、金属加工、機械）5 名の、長期 7 名体制（延べ 15 名

の派遣）である。また短期専門家は、現在まで、16 名派遣されている。短期専門家派遣

については、当初 5 年間で 20 名を計画していたが、プロジェクト後半は試行訓練、セミ

ナーの実施に重点を置いてきたことで、予定した規模の投入を縮小し、実施された。

b）研修員の受入

日本側は、16 名のカウンターパートを研修員として受け入れている。

c）資機材供与

日本側は、マシニングセンターや金型、FA トレーニングシステム、3 次元測定器、高

速精密施盤など、1998 年度までに合計 2 億 4000 万円相当の資機材を供与し、また携行

機材として、累積約 2500 万円の機材を供与してきている。

d）ローカルコスト負担

日本人専門家の活動経費としての一般現地業務費が、現地語教科書作成費を含め、

1998 年度末までの累積額で約 3000 万円支出されている。

2）フィリピン側投入

a）プロジェクト用地、建物、施設・機材の提供

PEVOTI 管理・訓練施設の建設（6070 万円相当、1440 万フィリピン・ペソ）をはじめ、

機材ワークショップ、実習場、事務所の提供を行ってきている。

b）カウンターパート配置

カウンターパートの配置については、機械分野のカウンターパートが 1 名欠員のまま

であったが、1998 年 7 月に補充され、全体で 20 名の配置となっている。内訳は、運営

管理 3 名、訓練管理 3 名、教材開発 3 名、機械 3 名、金属加工 3 名、制御 3 名、その他 2

名である。

c）運営費の負担
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本プロジェクト向けの運営予算として、1998 年度末までに 3600 万円相当（736 万フィ

リピン・ペソ）が支出されている。

（2）活動

本プロジェクトでは、PDM の活動の欄に示されたような活動が計画され、実施された。こ

れらの活動は、大きく分けて 4 つあり、①TMC に基づく概念・技能のための技術移転、②

管理者訓練、③ 3 分野（機械・金属加工・制御）にかかる指導員試行訓練、および④現行の

職業訓練コースのカリキュラムと教材開発の改善にかかわる活動である。

これら 4 項目のうち、最も重要な① TMC に基づく概念・技能のための技術移転について

の具体的項目は、以下のとおりである。

・TMC 委員会の運営

・基礎調査の実施

・ニーズ調査の実施

・訓練企画

・カリキュラム・訓練教材の開発

・試行訓練の実施

・評価

分野別の活動実績を、次の各活動別実施状況に示す。

1）カリキュラム／教材開発

a）専門家は、カリキュラム開発、教材作成法および TMC コンセプトにかかる技術移転

を行った。カウンターパートは、TMC に基づき専門家の指導のもと、訓練コースを開発、

試行し、これらを行う課程で各種テキスト、教材を作成した。特に TMC そのものを教

える「TMC 応用コース」の開発においてマニュアルとともにビデオを製作した。

b）女性職業訓練センターの新規採用の指導員に対し、この「TMC 応用コース」を実施し

た。さらに、TMC マニュアル委員会においてカウンターパートは中心的立場で活躍した。

2）訓練管理

a）TMC コンセプトの浸透およびカウンターパートへの技術移転の実施

b）408 名（計画 325 名）の管理者を訓練

c）専門家からカウンターパートに対し、TMC に基づいた訓練管理プログラム・教材開発

にかかる助言および技術移転を行った。専門家およびカウンターパートは、教材および

セミナーコースを開発し、その後、地方の訓練センターの管理者および指導員を対象と
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したセミナーを開催した。さらに、モデルセンターにおいても、TMC に基づいた訓練管

理を実施した。

3）金属加工

a）TMC 手法に基づき、技能・技術（プレス加工・金型設計・金型製作・2 次元CAD・3 次

元 CAD 等）、および教材開発における 5 テーマの技術移転をカウンターパートに対して

行った。

b）セミナーの開発を行い、訓練施設の職業訓練指導員に対し、カウンターパートが中心

となり、22 回の TMC 試行訓練を実施し 119 名の受講者を得た。

c）プロジェクト期間を通し、3 名のカウンターパートの研修を日本に受け入れている。帰

国後、彼らはプロジェクトの大きな力となっている。

d）機材については、CAD/CAM システムをはじめ各種の機材が供与されており、技術移

転・TMC 試行訓練に有効かつ効果的に用いられている。

4）制御

a）専門家とカウンターパートは制御分野における訓練体系図を確立し、これをもとに制

御分野および TMC コンセプトにかかる技術移転を行った。カウンターパートは専門家

の指導のもと、訓練コースを開発、試行し、これらを行う課程で各種テキスト、教材を

あわせて開発した。

b）コンピューターネットワーク委員会、ＦＭＳ委員会、TMC マニュアル委員会において

カウンターパートは中心的立場で活躍した。

c）企業からの要請に基づいた各種技術セミナーの開催（デルモンテ社 1997、APEC 中小

企業 1998、インテル社現在準備中）あるいはロボット大会を催した。

5）機械

a）TMC 手法に基づき、技能・技術（汎用旋盤、マシニングセンター、CNC 旋盤等）およ

び、教材開発における 7 テーマの技術移転をカウンターパートに対して行った。

b）セミナーの開発を行い、訓練施設の職業訓練指導員に対しカウンターパートが中心と

なり 16 回の TMC 試行訓練を実施し、102 名の受講者を得た。

c）プロジェクト期間を通し 2 名のカウンターパートを日本研修に受け入れた。帰国後彼

らは、プロジェクトの大きな力となっている。

d）いくつかの機材については到着の遅延があったが、マシニングセンターをはじめ各種

の機材が供与され、技術移転・TMC 試行訓練に有効かつ効果的に用いられている。
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（3）成果

本プロジェクトで期待された成果は、①TMC に基づき管理者訓練・指導員訓練を実施す

ることが可能なカウンターパートが育成される。②TMC に基づき、管理者訓練、金属加工、

機械、制御の各分野の訓練コースを開発する能力が向上する――の 2 つである。

成果を測定するにあたっては、PDM の指標が、以下のように設定されている。

・カウンターパートにより、開発された試行訓練コースおよびそれに伴う教材教具

・TMC などの十分な技術移転

・機材の管理、活用状況

分野横断的な成果項目の達成状況を、以下の各活動別実施状況に示す。

1）カリキュラム／教材開発

カウンターパートは、TMC コンセプトに基づくニーズ調査方法、訓練計画作成、カリ

キュラム開発手法および教材開発手法などを会得し、試行訓練コースを繰り返し行うなか、

彼ら自身で指導員への訓練を行う自信を得て、実施できるようになった。

また、「TMC 応用コース」を開発（マニュアルとビデオを含む）したことで、TMC を目

に見える形にすることができた。

2）訓練管理

TMC コンセプトに基づいて開発したテキストをもとに、地方の訓練センターの管理者お

よび指導員に対し、訓練管理、リーダーシップ、管理シミュレーションのセミナーを開催

した。当調査団は TESDA の約半数の管理者および指導員が参加したことを確認した。

1998 年 9 月現在、408 名（計画325 名）の対象の管理者、660 名（計画 591 名）の指導員を

訓練している。また、PEVOTI において開発された教材は、フィリピン国内のすべての訓

練施設に配布されることが期待されている。モデルセンターにおいては、実際に TMC に

基づく訓練管理を実施し、同センターにおいては、その管理・運営が改善されている。

3）金属加工

カウンターパートを中心に、TMC 手法を用いてプレス加工・金型設計・金型製作・2 次

元CAD・3 次元 CAD など、5 コースの訓練セミナーを開発し、各コースに伴う授業要目・

授業計画・教科書などの教材を作成した。また、訓練施設の職業訓練指導員などを対象に

試行セミナーを実施し、ほぼ計画定員の受講者数を得た。今後、作成した教材をフィリピ

ン各地の訓練施設に配布する予定である。
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4）制御

カウンターパートは TMC コンセプトを理解したうえで制御分野の技術技能を会得した。

そして、試行訓練コースを繰り返すなかで訓練コースを自ら実施できるようになった。さ

らに、企業からの要請で実施した技術セミナーにみられるように、カウンターパート自身

で TMC に基づいて新規コースを開発できるようになった。

5）機械

TMC 手法を用いて、汎用旋盤、マシニングセンター、CNC 旋盤などのコースを開発し、

各コースに伴う授業要目・授業計画・教科書などの教材を作成した。また、訓練施設の職

業訓練指導員などを対象に試行セミナーを実施し、過半数を大きく上回る受講者数を得た。

作成した教材は、フィリピン各地の訓練施設に配布される予定である。

（4）プロジェクト目標

本プロジェクトのプロジェクト目標は、「TMC システムをもとに、NITVET―TESDA に

おいて、職業訓練を実施するために必要な能力が向上する」と設定されている。

また、指標については、次のようになっている。

・カウンターパートが企画した試行訓練コースの実施。

・プロジェクト終了時までにカウンターパートが TMC を熟知し、自らカリキュラム、教

材開発を行える。

既述のとおり、本プロジェクトでは各分野の活動が計画どおり実施されており、その成

果が顕著に現れている。まず、カウンターパート自身がほぼ独力でセミナー、試行訓練の

開発、実施を行っていることがあげられる。この点、今回実施したカウンターパートに対

する質問票の結果からも、訓練の実施や管理に自信を持っていることがうかがえる。

さらに、TMC の概念を十分理解したうえで、カリキュラムや教材の開発も行うことが可

能となっている。以上のように、プロジェクト目標の指標であるところの「TMC システム」

がカウンターパートによって認識され、理解されたとみなすことができ、プロジェクトの

目標は予定どおり達成されたと考えられる。

（5）上位目標

プロジェクトの上位目標は、「フィリピンにおける職業訓練管理者および指導員の職業訓

練を実施する能力が、向上する」と設定されている。
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また、指標としては、以下があげられている。

・フィリピンにおけるカリキュラムおよびソフトウェアの開発に関する能力の向上

・フィリピンにおける管理者および指導員の資質の向上

プロジェクトの上位目標とは、プロジェクト目標が直接貢献する目標であり、プロジェ

クトの 3 ～ 5 年後に実現されると思われる、より長期的な課題である。

したがって、ここでは、達成状況よりも達成の見込みを述べることとする。

上位目標にあるように、フィリピン全体における職業訓練管理者および指導員が職業訓

練を実施する能力そのものを向上させたかどうかであるが、まず本プロジェクトの実施に

よって、PEVOTI（TESDA 組織内）の職業訓練管理者および指導員はTMC システムをもと

にした職業訓練の実施能力を大きく向上させてきている。さらには、PEVOTI のカウンター

パートである職業訓練管理者および指導員が他の訓練施設の職業管理者ならびに指導員へ

も TMC システムを教えていることから、PEVOTI の枠を超えて、広がってきているとみて

よい。

しかしながら、今後、TMC の概念やシステムがフィリピン全域に広がっていき、定着を

見るためには、引き続き TMC システムに基づく職業訓練が実施されていき、また TESDA

自体が財政的にも組織的にも強化されていかなければならない。

4 － 1 － 2　5 項目による評価

（1）目標達成度

本項目は、主にプロジェクト目標の達成原因について明らかにする項目である。何より、

プロジェクトの「成果」によって得られた「プロジェクト目標」の達成の度合いを検討する

ものである。

1）「成果」によって得られた「プロジェクト目標」の達成の度合い

まず、TMC の基本的概念がカウンターパートをはじめ、プロジェクト関係者に理解され、

TMC に基づく職業訓練が実施されてきている。さらに、TMC 説明ビデオが完成、またTMC

マニュアルが作成されたりしたなど、カウンターパートによって必要な教材が開発されて

きている。このように、TESDA 内に TMC システムは徐々にではあるが、浸透してきてい

ることから、プロジェクトの目標は、ほぼ計画どおり達成されているといえる。

試行訓練コースの受講者もほぼ計画どおりで、1998 年度末で 90%（1068 人）達成されて

おり、TMC システムに基づいた職業訓練がなされている。
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カウンターパートについては、TMC システムを理解し、実践できる人材が育ってきてお

り、技術移転はほぼ順調に達成されたとみなされる。

各分野ごとの活動実施状況は各項目を参照。

2）計画達成を促進した要因

第一に、カウンターパートが TMC の概念を十分に理解し、新技術への興味や向上心の

高さもあり、訓練コースに積極的に生かしたことが、何より計画達成を促進した要因であ

る。たとえば、訓練管理分野においては、技術移転が順調に行われたが、その理由として、

①カウンターパートがプロジェクト開始当初あるいは早い時期に着任し、積極的にTMC 手

法の習得に取り組んだこと、②経験豊富な専門家から実践的な技術移転が行われたこと―

などがあげられる。特に、モデルセンターを設定し、実際の訓練管理を試行し、改善でき

たこと、さらに自ら開発したセミナーを実施できたことはカウンターパートの大きな自信

につながった。

また他の分野でも、試行訓練を繰り返すなかから、指導員経験のないカウンターパート

が指導員を教える機会を持つことができ、教材作成を行ううえでのよい経験となった。さ

らには、女性職業訓練センターの新任の指導員に試行訓練を行うことで、TMC コンセプト

を把握でき、「TMC 応用コース」を開発していくいい材料ともなった。

第二に、日本での研修が効果的に行われたことである。たとえば、視聴覚教材開発では、

集中的に技術を得ることができ、効果的な結果を生み出した。

第三に、カウンターパートが、セミナーの開催などによる外部企業とのかかわり合いの

なかで、技術力あるいは TMC の有効性について自信を持ったことである。

3）計画達成を阻害した要因

カウンターパートのなかには指導員としての経験のない者もいたが、他のカウンターパー

トから教わったり、試行訓練コース実施によって徐々に指導員としての自信をつけてきて

いる。

全体からみて、計画を阻害した要因は見当たらない。

4）その他

日本としても、職業訓練の管理手法そのもののソフト移転という今までに取り上げるこ

とのなかった試み、手法であり、立ち上げ時は試行錯誤の連続であった。特に、目に見え

る形で管理手法を表現し、フィリピン側を説得することは容易でなかった。

また、アジア諸国を襲った経済危機で、フィリピンも国家予算が 25% 削減されたが、
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こうした予算的な制約により、最終年度に計画された試行訓練やセミナーの日数および実

施回数の圧縮を余儀なくされている。

1998 年には大統領選挙が行われ、それに伴い、TESDA 長官が交代した（長官は大統領

の任命）ものの、プロジェクト自体への影響はなかった。

（2）実施の効率性

本項目は、投入と成果の関係からプロジェクトの効率性を判断する項目である。

1）投入のタイミングの妥当性

プロジェクトは、おおむね、適切なタイミングで、しかも妥当な投入量であったといえ

る。ただし、以下で述べるように、一部の機材や専門家、カウンターパートの配置の遅れ

があり、プロジェクト活動の実施に支障をきたしていた。

a）日本側

専門家の派遣については、おおむね妥当であった。しかし、一部専門家の派遣が遅れ

たり（プロジェクト開始当初、調整員の着任が 1 カ月遅れ）、病気帰国のため長期専門家

が不在の時期があった（カリキュラム教材開発分野）。

機材については、貿易管理令により一部機材到着が遅れたことにより、計画の見直し

を余儀なくされ、またカウンターパートへの技術移転も遅れたりしているものの、全体

からみると、ほぼ予定どおり投入、配置されていた。研修員の受入れも、計画どおり実

施されている。

b）フィリピン側

建物は、フィリピン側で新たに建設されたが、雨期やレイアウトの変更により予定よ

り完成が遅れた。執務室、会議室はじめ、他の施設についてはおおむね問題なく供与さ

れている。

カウンターパート配置の面では、配属の遅れや一部の分野のカウンターパート人数不

足、経験不足があった。とりわけ、予定されたカウンターパートの配属がなかなかされ

なかったり、機械部門のカウンターパートがプロジェクト後半まで空席のままであった

ことは、プロジェクトの進行に支障をきたした。ローカルコスト負担については、フィ

リピン側の努力により、特にプロジェクト後半にかけて、相当な経費を負担してきてい

る。



─ 21 ─

2）投入と成果の関係（投入の量、質と成果の妥当性）

プロジェクトの立上げと仕上げの時期とでは、専門家の活動内容や対応もかなり異なる

ものの、投入については効率的であった。一部、施設や機材の到着・設置の遅れで試行訓

練が遅れた分野があるが、おおむね計画どおり実施され、成果があがっている。機材の投

入については、他の職業訓練プロジェクトと違って、システムの構築というソフトの案件

であることから、プロジェクト当初は金銭的には比較的小さいものであり、徐々に活動状

況に応じた投入を行っている。また、機材はすべてソフト移転のツールとして活用されて

いる。使用頻度はきわめて高く効率的であり、維持管理もよくなされている。

研修員の受入れの人数および期間については、フィリピン側から人数の増加および期間

の延長の申し入れがあり、年度ごとの派遣人数や期間の柔軟な対応も行っている。研修内

容については、研修レベル、方法も妥当なものであり、技能の取得をはじめ TMC の理解

といった研修の成果が現れ、その後の活動に大いに役立っている（このことは、カウンター

パートに対する質問票からも読み取れる）。また、ほとんどのカウンターパートが研修を受

けることができたことにより、ほぼ全員が同じ土俵で仕事ができた。一方、カウンターパー

ト配置の面では、配属の遅れや一部の分野のカウンターパート人数、経験不足による技術

移転の遅れや困難性はみられるものの、おおむね効率的に成果があがっている。予算面で

は、プロジェクト初年度、2 年度は、フィリピン側の予算の配分がなかったため、現地業

務費を活用し、プロジェクト運営を円滑に行っている。

3）国内・外の他機関とのリンケージ

プロジェクト開始当初、TESDA に配属された青年海外協力隊隊員に専門家が指導や支

援を実施したり、また日本の協力で設立された女性訓練センターの新任指導員にも研修を

実施している。

（3）効果

JPCM 手法における、「効果」とは、プロジェクト目標レベルや上位目標レベルで実現さ

れる、当初予期されなかった効果のことである。したがって、当初プロジェクトでは予期

していなかったプラス面の効果について、その効果発現を促した要因について分析するこ

ととする。また、プロジェクトが実施されたことによって生じる直接的、間接的なプラス・

マイナスの効果を検討することとする。

1）直接的効果

まず、個人あるいは組織レベルでのプロジェクトの直接的効果をみてみる。



─ 22 ─

個人レベルでは、カウンターパート個々人あるいは分野によってばらつきがあるものの、

カウンターパートがプロジェクト期間を通じた積極的な参加、実践および努力によって、セ

ミナーコースの開発や実施、カリキュラム・教材の開発などをほぼ独力で行えるようになっ

た。一方、技能の技術移転については、機材の到着の遅れや最近になってようやく配置さ

れたカウンターパートが存在するなど、現時点においてまだ若干の不安材料もあるが、プ

ロジェクト終了までには十分な技術移転が完了できる見通しとなっており、効果が見込ま

れる。

組織レベルでは、プロジェクトを超えて TMC 手法が普及、定着していくまでにはなっ

ていないものの、訓練を受けた地方センターの指導員が各地域に戻り、TMC 手法を広めて

いくことが期待される。

2）間接的効果

「上位目標」レベルでみると、企業向けセミナーあるいはロボット大会を開催し、TMC を

活用すると同時に、PEVOTI を TESDA 以外に紹介し、広報にもなった。また、本プロジェ

クトで開発したTMC 紹介ビデオや教材の配布などを行い、TMC をフィリピン全土に普及

させることによって、フィリピンにおける職業訓練の質的向上が図られることが期待され

ている。

3）効果発現を促した要因あるいは効果発現を阻害した要因

第一に、カウンターパートの意欲や熱意が高いことが何よりの促進要因であり、また

TESDA の協力体制が確立していたことも一大要因である。とりわけ、TESDA の組織の上

司が部下を評価し、職員の昇進などの道が開けたことは、各カウンターパートが自主的に、

また意欲的に教材開発をはじめ、活動を前向きかつ精力的に行う刺激剤になった。

第二に、プロジェクト開始時において、フィリピン側のリーダーが TMC 手法の利点を

十分理解し、率先していったことが、協力をより強固にし、また活動を前進させる要因と

もなった。

第三に、TMU ならびに TSC 運営委員会がプロジェクト開始当初から設置され、活動計

画やプロジェクトの進捗状況の把握、さらには評価についてメンバーで活発な議論がなさ

れたことは大きな促進要因であった。なぜなら、こうした委員会やミーティングの設置お

よび実施によって、専門家とカウンターパートとの間で活発な議論や意見交換が行われた

だけでなく、お互いのアイデアや経験を分かちあうことができ、また技術移転の場ともなっ

て、活動の成果に結び付く大きな起爆剤となった。

一方、効果発現を阻害した要因については特に見当たらない。
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（4）計画の妥当性

計画の妥当性とは、プロジェクトの計画そのものが当該国や受益者にとって優先順位が

高く重要であり、また合理性を持っているかどうかの判断である。

ここでは、協力開始時のみならず、評価時におけるプロジェクト計画の妥当性を検討す

ることとする。

1）協力開始時におけるプロジェクト計画の妥当性

本プロジェクトは、従来のハードウェア技術分野に特定した協力と大きく異なり、職業

訓練の実施体制整備・改善を目的とするソフトウェア技術に関する協力である。これは、

単に人材育成のみならず、フィリピンの職業システムの向上に資する大変重要なものであ

り、妥当性はこの点からも非常に高いといえる。

また、職業訓練、管理手法というソフトウェアの協力は時宣を得たものといえる。

2）上位目標の妥当性（開発計画の妥当性ならびに受益者ニーズとの整合性の観点から評価）

貧困解消、都市・農村の格差解消、経済発展の基盤づくり、生産雇用機会の創出という

国家開発の重点目標に資するための人材開発は、フィリピンでは最も重要な政策であった。

この人材開発という政策目標を達成するために、職業訓練ひいては指導員の育成は急務で

あり、妥当性が高かった。

3）プロジェクト目標の妥当性（実施機関の組織、ニーズとの整合性の観点から評価）

プロジェクト計画の妥当性にも記述したように、本プロジェクトは TMC という訓練手

法そのものの導入を試みたものであり、協力開始当初は、相手側との合意や理解に時間が

かかったものの、実施機関である TESDA の全面協力のもと、プロジェクト目標は達成さ

れていった。また、1997 年に巡回指導調査団がフィリピンを訪れ、プロジェクトの後半の

計画をより現実的なものにするため、プロジェクトの活動計画全体を見直し、当初計画の

修正を行っており、これによって、プロジェクトの終了に向けて、より効率的で整合性が

高くなった。

4）上位目標、プロジェクト目標、成果および投入の相互関連性に対する計画策定の妥当性

プロジェクト目標、成果、活動、投入の各項目が、目的―手段関係により有機的に結び

付いており、計画は合理的に策定されている。ただし、JICA にとって初めての試みである

PCM ワークショップが事前調査の段階で実施されているものの、その後、改訂やフォロー

アップがなされていない。
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5）その他（ニーズ把握状況、プロジェクトの計画立案、相手国実施体制、国内支援体制等

の観点から記述）

実施機関である TESDA は、1994 年、大統領令（Republic Act No.7996）により、以前

のNMYC が TESDA に統合されたが、統合による名称の変更のみで、プロジェクト実施機

関としての機能、実施体制に何らマイナスの影響はなかった。

（5）自立発展性

自立発展性とは、プロジェクト期間が終了した後に相手国側の努力によってプロジェク

トの成果が持続的に活用され、発展される可能性を判断するものである。主に、組織的側

面、財政的側面および人的・技術的側面の 3 つの観点から判断される。

1）組織的側面

技術教育・技能開発庁（Technical  Educat ion  and Ski l l s  Development  Author i ty :

TESDA）は労働雇用省（Department of Labor and Employment: DOLE）の下部組織であ

り、PEVOTI の管理機関である技術職業教育訓練センター（National Institute for Tech-

nical, Vocational Education and Training: NITVET）の監督機関であるが、豊富な資金

源を擁している（DOLE の年間予算が約 40 億フィリピン・ペソなのに対し、TESDA はそ

の半分である約 20 億ペソの予算を持っている）。また、TESDA は組織改編から、労働雇

用省と教育省のそれぞれ一部と国家人材青年協議会の 3 つの組織を合併して、人数的にも

増大している（TESDA の指導員だけで現在 303 名）。そして、TMC はフィリピンの全職業

訓練センターに普及されるべきとの認識を TESDA 長官は表明しており、NITVET は職員

の再訓練施設として、強固な組織基盤を持っている。これらのことからも、プロジェクト

の名称は変更の可能性があるとしても、安定したTESDA―NITVET の一部として、その機

能は存続していくものと思われる。

2）財政的側面

上記のとおり、財政的にみて、TESDA は DOLE のなかで大きな役割を果たしているも

のの、フィリピン国の財政事情全般としては楽観視できない面があり、今後どの程度本件

プロジェクト終了後にその後継となるセクションに資金が割り当てられていくのかは、予

断を許さない。しかしながら、フィリピンとしては、雇用機会の増大、そのための職業訓

練の強化を国家政策の重要な一部としてみていることから（国家経済開発庁：NEDA）はこ

のほど、中期計画を改訂している）、一定の予算は確保していくものと思われる。その一例

として、現在はない学位取得を目的とした職業訓練校の設立も検討されており、また、
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TESDA を国としての学術機関に育てていくことも考えられているようである。

また、国からの予算が必要な半面（NEDA からは研究費も受けている）、自立した財政源

を確保することが必要であるとの認識から、民間産業界との連携や研究協力も検討されて

いる。

以上のことから、プロジェクトの後継セクションは何らかの形で運営費を確保していけ

るものと考えられる。

3）人的・技術的側面

カウンターパートはこの 1 年間、自分たちですべてのコースを実施するなど（全期間を

通して、すでに 1300 数名が研修を受講済み）TMC をほぼ完全な形で習得しており、TMC

に関する技術移転は各専門家の努力もあって、十分に達成されている。カウンターパート

は多くのものが大学院卒または大学院に在籍中であり、優秀な技能を備えるに至っている。

またこれらのカウンターパートはプロジェクト終了後も、定期異動はあるとしても、地方

から来ているものを除けば、ほとんどの者がNITVET に残って TMC 技術の普及に貢献す

ると考えられる。

また、各種モジュールのためのテキストに加えて、本件プロジェクトの大きな成果品と

してのTMC ビデオやマニュアルが作成され、地方へも今後送付されていくことから、TMC

技術はこれからも幅広く、活用されていくものと思われる。

加えて、本件プロジェクト期間中に供与された機材の今後の保管・管理状況についても、

メンテナンス部門が NITVET のなかにあることから（ちなみに、本件プロジェクトのマ

ネージングコーディネーターはこのセクションのチーフである）、スペアパーツの管理や機

材本体の維持管理についても問題なく継続的に実施され、機材の有効活用が図られると考

えられる。

4 － 2　分野別評価

4 － 2 － 1　訓練管理

（1）カウンターパート

現在 3 名のカウンターパートが配置されており、2 名はプロジェクト開始の 1994 年から、

１名は 1995 年から配置されている。これらのカウンターパートに対し質問票によるアン

ケート調査および個別面接によるヒアリングを行った。概要は次のとおりである。

1）カウンターパートは、積極的な参加および努力によりTMC を十分に理解し、TMC に基

づく教材開発およびセミナーの開発・実施を行うことができるようになっている。カウン
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ターパート自身も自信を持っており、独力で TMC に基づいた教材開発およびセミナーの

実施ができると自負している。

2）3 名とも日本における研修（集団研修「職業訓練管理セミナー」2 名、個別研修「訓練管

理」1 名）を経験している。日本研修は技術移転のなかで重要な役割を果たしており、いず

れのカウンターパートも非常に有意義であったとを強調している。

3）カウンターパート3 名のうち、2 名は本プロジェクト終了後NITVET―TESDA のカリキュ

ラム・教材開発部門に配属されることが予定されており、今後 TMC コンセプトがフィリ

ピン全土に普及していくことが期待される。

（2）技術移転状況

1）専門家からの技術移転状況

専門家は、TMC コンセプトに基づいた訓練管理分野のニーズ調査、セミナーの開発、カ

リキュラム・教材の開発、セミナーの実施、評価のサイクルをカウンターパートに実際に

体験させるため、NITVET―TESDA の訓練施設の調査を行い、問題の見いだし方、観察方

法、TMC による分析を行わせることにより、より現実に即した技術移転を行った。具体的

には現場での問題点を①管理者の問題、②指導員の問題、③設備・機器の 3 つに分類して

絞り込み、系統図を作成して具体的な活動項目（目的、解決手段、具体的活動、予測され

る障害、対策等）を検討した。その後、新たな活動フロー、改善フロー、訓練管理標準書

作成要領、研修セミナー案の作成を行った。これらの実践を通じて効果的な技術移転が行

われた。

2）セミナーの実施

専門家およびカウンターパートは、訓練管理、リーダーシップ、管理シミュレーション

などのセミナーコースを開発し、NITVET―TESDA の管理者および指導員 408 名が受講し

ている。これらのコースは 5 日程度の期間が望ましかったが、フィリピン側の予算的な制

約により、日数および実施回数が圧縮され、2 日間のコースとして実施された。また、地

方の訓練施設ではひとつの訓練科に 1 名の指導員という人員配置が非常に多く、セミナー

への参加により通常の訓練が中断することや管理者（管理職員）にとって格下の職員であ

るカウンターパートから物事を教わることに強い抵抗感があるなど、セミナーの実施に関

していくつかの障害が存在した。今後、より多くの管理者および指導員が、これらのセミ

ナーや新たに開発されるであろうセミナーに積極的に参加し、TMC コンセプトがフィリピ
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ン国内に普及し、活用され、訓練ニーズに的確に対応した訓練が実施されることが望まれ

る。

3）モデルセンターの活用

本プロジェクト・サイトは実際の訓練現場ではなく、訓練生や実際の管理部門もないた

め、プロジェクト内での活動だけでは実体に則した訓練管理の検討・実施は不可能である。

また、カウンターパートにとっても、プロジェクト内での机上の議論だけではなく、実際

に訓練管理の現場を体験させることにより、効率的かつ効果的に技術移転することができ

る。このため、2 カ所（バタンガスおよびギンギト）の訓練施設をモデルセンターとして設

定し、ニーズの把握、問題点の分析、改善方法の検討・計画、実施、評価を行うことによ

り技術移転を行った。調査団は不幸にも台風の影響によりバタンガスのモデルセンターを

実際に見ることはできなかったが、専門家およびカウンターパートからのヒアリングなど

によれば、モデルセンターの活動状況は次のとおりである。

実際の訓練施設では管理能力のレベルの低さおよび技能の未熟から計画的な訓練を行え

る体制がまったく整っておらず、乱雑な実習場、整備不足による使用不可能な機器の多さ、

使用可能な機器でも安全意識の欠如から危険な状態であったり、講義スペースが明確に仕

切られていなかったりと、多くの問題点を抱えていた。専門家およびカウンターパートは

訓練管理を試行するため、レイアウトの変更（実習場の整理・整頓、講義スペースの確保

および明確化、訓練実施に適した機械の配置替え）、故障機械の明確化、や使用可能な機器

の安全性の確保（保護カバーの設置）などの訓練管理の改善を行い、一定の成果を得てい

る。

モデルセンターでの活動により、カウンターパートは問題意識を持ち、的を絞って、最

小限の経費で、より安全にかつ効果的に訓練を実施するために何をすべきかを学ぶよい機

会を得た。また、管理者クラスと一緒に討議・検討し、改善に結び付けることができたこ

とも、今後の活動のための大きなステップとなった。

4 － 2 － 2　教材およびカリキュラム開発

当セクションは TMC コンセプトを普及していくキーセクションとして位置づけられている。

成果物としてTMC の根幹をなす「TMC 応用コース」の開発、TMC マニュアルの編集、TMC ビ

デオの製作を当セクションが中心となり開発してきた。このような状況のカウンターパートに

ついても、他の専門を持った指導員と共同で新しい訓練コースを開発するところまでプロジェ

クト終了時には達する見込みである。
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（1）カウンターパート

現在 3 名のカウンターパートが配置されている。当初 1 名の配置であったが、約 10 カ月

経過して現在の 3 名体制になった。3 名のうち 2 名が女性、1 名が男性であり、プロジェク

ト期間中この 2 名の女性カウンターパートはともに出産のため休暇あるいは休職を数カ月

取った。配置の遅れ、出産などで、多少の遅れがあるが、5 年間として考えればおおむね順

調に進んできた。

これらカウンターパートに対し質問票によるアンケート調査および個別面接によるヒア

リングを行った。概要は次のとおりである。

1）TMC について

特に当セクションのカウンターパートはTMC の中核となる者であり、3 名のカウンター

パートとも TMC コンセプトについては自信を持って理解し、いままで開発した試行訓練

コースについても自信を持って実施できるとの回答であった。3 分野（金属、機械、制御）

以外の新規訓練コース開発についてはまだ行っていないが、それぞれの専門分野の指導員

と共同で行えば、開発することができるであろうとの回答であった。

しかし、今後の展開として予定されているマネージャークラスへの TMC コースの開講

については、教材作成を含め、彼ら自身では非常に不安を持っており、日本人専門家の助

けが必要であるとの回答であった。

2）日本研修について

3 名とも日本研修は大変有意義なものであったとの回答であったが、日本での研修で使

用した機材が PEVOTI にはなく、残念であったとの声もあった。

3）プロジェクト終了後について

プロジェクト終了後について 3 名とも配置先は内定しているようで、2 名はNITVET に、

1 名は地方の職業訓練センターへ配置されるとの回答であった。

プロジェクト終了後のTMC の展開については現在のようにTMC の総元締めのかたちで

PEVOTI あるいはそれに代わるものが残らないと、今後の TMC の広がりは困難であると

の意見が述べられていた。

（2）技術移転状況

1）専門家からの技術移転状況（資料 4 の一部）

専門家は TMC のそれぞれのステージで必要な技法（ニーズ調査、カリキュラム開発、指
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導法、教材開発等）について技術指導を行った。カウンターパートの能力、個性などによ

り、試行訓練コースを 3 名で割り振り、訓練コース開発および試行訓練コースを実施して

きた。

「TMC 応用コース」については 3 名とも実施した。

3 名のカウンターパートは他分野とは異なり指導員経験がなかったが、試行訓練コース

を繰り返し実施していくなかで TMC のそれぞれの技法あるいは指導法についても能力を

高めていった。

このように、TMC コンセプトの指導、新規コースを指導員とともに構築していける能力

は備わってきた。ただ、インタビューで彼らが言っていたように、マネージャークラスへ

のTMC コースの開設、実施については専門家の指導がまだ必要である。残り 5 カ月、専門

家およびカウンターパートの健闘を期待する。

2）TMC 試行訓練の実施について

1998 年 9 月 30 日現在、4 つのコースを開発し、219 名に対しこの試行訓練コースを実施

してきた。

4 － 2 － 3　制御

当セクションはカウンターパートの配置、機材の供与とも他のセクションに比べ恵まれてい

たせいか、ほとんど問題なく順調に経過した。もちろん、カウンターパートおよび専門家の努

力の結果であることはいうまでもない。特に、企業に対しての技術セミナーの開催でみられる

ように、カウンターパート自身でTMC コンセプトをもとに新規訓練コースを開発できるところ

まで達している。

（1）カウンターパート

プロジェクトの開始当初から 3 名のカウンターパートが配置されている。

これらカウンターパートに対し質問票によるアンケート調査および個別面接によるヒア

リングを行った。概要は次のとおりである。

1）TMC について

TMC コンセプトは 3 名とも自信を持って理解し、今まで開発した試行訓練コースについ

ても自信を持って実施できるとの回答であった。新規コースの開発については、自分自身

が有している技術については開発できるとの答えであった。

特に、当セクションのカウンターパートはTMC の委員会組織（ボトムアップ方式）の有



─ 30 ─

用性を強調していた。実際、彼らは各種作業部会（コンピューター、TMC、FMS）には中

心的役割を担っていた。

2）日本研修について

3 名とも日本研修は大変有意義なものであったとの回答であったが、特にあるカウンター

パートは日本で研修した機材がほとんど PEVOTI に供与された機材と使用法が同じであっ

たので大変有用であったとの回答であった。

3）プロジェクト終了後について

プロジェクト終了後について 3 名とも配置先は内定しているようで、2 名については

NITVET に、1 名は地方の職業訓練センターへ配置されるとの回答であった。

プロジェクト終了後については新しい技術を入手する場がなく、新コースの開発ができ

なくなるとの不安を漏らしていた。

（2）技術移転状況

1）専門家からの技術移転状況

専門分野について制御分野では資料 4 の一部の評価基準に基づいて実施した。3 名のカ

ウンターパートとも 5 段階評価で 4 あるいは 5 の段階まで達している。

TMC コンセプトについては彼らのインタビューどおり訓練実施、制御分野の新規訓練

コース開発については十分身についている。

2）TMC 試行訓練の実施について

1998 年 9 月 30 日現在、9 つのコースを開発し、165 名に対しこの試行訓練コースを実施

してきた。

4 － 2 － 4　金属加工

（1）カウンターパートの配置

金属加工コースには 3 名のカウンターパートが常時配置されており、本プロジェクトを

進めるうえにおいて大きな力になった。3 名のカウンターパートに対し、質問票によるアン

ケート調査および個別面接によるヒアリングを行った。概要は次のとおりである。

1）カウンターパートはTMC 手法の内容を十分に理解し、自らTMC を実践し教材開発およ

びセミナーの実施ができるという自信を持っている。特に、1 名のカウンターパートは
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TMC 手法を仕事のみならず、自分の生活に当てはめ、将来の生活設計を行うほど TMC 手

法に意義を感じている。

2）3 名とも日本における研修（個別研修「金型設計製作」2 名、集団研修「生産技術」1 名）

を経験している。研修内容は、専門家から技術移転を受けるとき非常に役に立ったとのこ

とで、3 名とも日本での研修に満足している。

3）本プロジェクト終了後 3 名のカウンターパートは、本プロジェクト開始前に所属してい

た訓練施設に復帰するとのことだが、それぞれの施設でTMC 手法を普及させる考えを持っ

ており、TMC 手法を根づかせようと考えている。

（2）技術移転状況

1）専門家からの技術移転状況

技術移転はR/D で設定された目標に従い、プロジェクト開始当初、カウンターパートに

指導すべき項目を整理し、カウンターパートごとに詳細な技術移転計画書が作成された。こ

の計画に従い、一部追加、修正をしながら技術移転が実施された。これによりカウンター

パートは、供与された機材の操作・保守はもちろん、本プロジェクトの命題であるTMC 手

法を用いた職業訓練の展開を確実にこなせるまでに成長した。さらに、カウンターパート

は、TMC 手法を用いた試行訓練を展開していく過程で必要な専門知識を習得すると同時に、

指導法、訓練計画、教材開発などに関する指導員としての能力を十分に得た。したがって、

今後カウンターパートが PEVOTI を運営し、地方の職業指導員への技術移転を実施してい

くのに何ら問題はない。

2）TMC 試行訓練の実施

専門家の技術移転終了後は、基本的にカウンターパートがTMC 試行訓練を展開した。具

体的なコースとしては、プレス加工、金型設計、金型製作、CAD － 2 Ｄ、CAD － 3 Ｄの 5

コースで、22 回の TMC 試行訓練を実施し 119 名の受講者を得た。この試行訓練でカウン

ターパートは、技能習得はもちろん、主題である TMC 手法を完全に自分のものにしたと

認識している。カウンターパートの今後の活躍が非常に楽しみである。

4 － 2 － 5　機械

（1）カウンターパートの配置

機械コースには当初 3 名のカウンターパートの配置が予定されたが、フィリピン側の都
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合により、プロジェクトの途中に 1 ～ 2 名という時期があった。しかし、常時プロジェクト

に参加していた 1 名のカウンターパートがリーダーシップを取り、専門家とともに機械コー

スを盛り上げた。現在は、フィリピン側の努力により 3 名のカウンターパートが配置され

ているが、新しく参加した 2 名のカウンターパートの指導はこのカウンターパートが専門

家に代わって行った。3 名のカウンターパートに対し質問票によるアンケート調査および個

別面接によるヒアリングを行った。概要は次のとおりである。

1）プロジェクト開始時からいる 1 名のカウンターパートは、TMC 手法の内容を十分に理解

し、自ら TMC を実践し教材開発およびセミナーの実施ができる、という自信を持ってい

る。

2）2 名の新規のカウンターパートについては、プロジェクトでの経験が少ないため、技能

の面についても TMC 手法の習得についても、今からかなり努力を要する。しかし、プロ

ジェクト開始時からいる 1 名のカウンターパートが他の 2 名のカウンターパートの訓練校

での恩師ということで、後輩の 2 名の指導を真剣に行っている。

3）2 名のカウンターパートが日本（うち 1 名は研修後プロジェクトコーディネーターに昇格

した）における研修（個別研修「マシニングセンタープログラミング」2 名）を経験してい

る。研修内容は、専門家から技術移転を受けるとき非常に役に立ったとのことで、2 名と

も日本での研修に満足している。

4）本プロジェクト終了後 3 名のカウンターパートは、本プロジェクト開始前に所属してい

た訓練施設に復帰するとのことだが、それぞれの施設でTMC 手法を普及させる考えを持っ

ており、TMC 手法を根づかせようと考えている。

（2）技術移転状況

1）専門家からの技術移転状況

技術移転は R/D で設定された目標に従い、プロジェクト開始当初カウンターパートに指

導すべき項目を整理し、カウンターパートごとに詳細な技術移転計画書が作成された。カ

ウンターパートの交代に伴い、技術移転に若干の遅れがみられたが、カウンターパートと

専門家の努力により、この遅れは取り戻せるだろう。以上の経過のなか、カウンターパー

トは、供与された機材の操作・保守はもちろん、本プロジェクトの命題である TMC 手法

を用いた職業訓練の展開を確実にこなせるまでに成長してきた。
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2）TMC 試行訓練の実施

専門家の技術移転終了後は、基本的にカウンターパートがTMC 試行訓練を展開した。具

体的なコースとしては、両頭グラインダー、汎用旋盤作業、マシニングセンター、CNC 旋

盤、CNC ワイヤーカット放電の 5 コースで、16 回の TMC 試行訓練を実施し、102 名の受

講者を得た。この試行訓練でカウンターパートは、技能習得はもちろん、主題であるTMC

手法を完全に自分のものにしたと認識している。カウンターパートの今後の活躍が非常に

楽しみである。
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第 5 章　提言および教訓

5 － 1　提言

TMC コンセプトはすでに導入・確立されており、本プロジェクトはビデオやマニュアルといっ

た教材を作成し、多数の訓練プログラムを実施している。実際に、PEVOTI によって実施された

訓練コースを、NITVET と地方訓練センターを含めた TESDA の約半数の訓練指導員がすでに受

講している。しかしながら、NITVET においてTMC コンセプトを活用した職業訓練が開始された

のは 5 年前であるので、フィリピンの各職業訓練施設へのTMC のさらなる普及と職業訓練に携わ

る管理者層および訓練指導員の能力増進を目的として、調査団として以下の項目を提言するもの

である。

（1）プロジェクト終了までに実施すべき事項

1）カリキュラム教材開発の成果を有効活用した TMC コンセプトにかかわる訓練プログラム

が、各職業訓練施設の訓練管理者に対して実施されるべきである。TMC のフィリピン全土へ

の拡大を行うためには訓練施設のマネージャークラスに TMC を理解させることが必要であ

り、マネージャークラス向けの TMC のコースを構築し、実施することが望ましい（TMC は

指導員のみの理解では広がらない）。

2）TMC コンセプトが各地方職業訓練施設に普及されるべきであると同時に、プロジェクトが

開始当初から実施してきている 3 つの技術分野である制御、金属加工、機械にかかる訓練が

今までどおり続けて実施されていくべきである。

3）TMC がより多くの関係者によりよく理解されるために、現在プロジェクトで計画されてい

ることではあるが、開発された TMC マニュアル、ビデオ、そしてその他の教材は各訓練施

設に可及的速やかに配布されるべきである。

4）本件プロジェクトにおいて TMC コースを受講した訓練施設の指導員がどのようにその受

講したコースの成果を、彼らの各訓練施設で活用しているか、確認するためのフォローアッ

プ調査をいくつかの訓練施設に対して行うべきである。

（2）長期的提言

1）プロジェクトが実施してきた 3 つの技術分野（制御／金属加工／機械）以外の技術分野で
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も、特にフィリピン政府が高いプライオリティーを置くものについては、フィリピン側によっ

て訓練を自主的に計画し、準備し、実施されていくことが望まれる。

2）「上位目標」である「TMC が各地方職業訓練施設において実行されていく」ためには、

TESDA がより機能強化され、TMC の実行計画や実際の実施、そして普及といったことにつ

いて「制度化」し、より強いリーダーシップを発揮していかなければならない。

3）TMC のひとつのアウトプットである文書管理システムが、プロジェクト終了後もプロジェ

クト期間中と同じように維持され、また、プロジェクト期間中に供与された機材が今後も有

効に活用されていくことが望まれる。

4）本件プロジェクトで得られた成果として、コース開発、教科書開発、視聴覚教材開発など

があるが、こうした成果がよりよく活用されるためには、こうしたアウトプットを整理する

こと、またフィリピン国内はもとより、他の諸国にも広く開示されることが有益である。さ

らには、本件プロジェクトの成果であるアウトプットのさらなる改善や開発がなされること

が望ましい。

5）日本としても、こうしたソフト移転型の技術協力はまだまだ数が少ないことから、今回の

プロジェクトの成果を取りまとめ、集大成する必要がある。成果を取りまとめ、あるいはそ

の試行錯誤を集大成することによって、今後の類似プロジェクトへの示唆や教訓となる要素

が数多く含まれていくと思われる。

5 － 2　教訓

以下に、本プロジェクトの評価から得られた、今後の同種のプロジェクト一般に有益と思われ

る教訓を列記する。

（1）JPCM 手法の早い時期での導入について

1）参加型ワークショップの活用

本案件では、事前調査で参加型ワークショップが実施され、相手国側をはじめ、プロジェ

クト関係者の参加により、同国の職業訓練の問題点や課題、あるいは実施にあたっての留意

点等が明らかになっており、合意も得ている。しかしながら、プロジェクトが実施されてか

らは、このワークショップの経験が必ずしも生かされていない。

すべてのカウンターパートの本プロジェクトへの理解をより深めるためには、こうした参
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加型のワークショップのフォローアップなども有効であったと思われる。

2）終了時評価に向けての改良

本件は、個々の技術者を育成するといった従来の「職業訓練型」ではなく、「職業訓練」の

システム自体の導入や定着を目的としたもので、日本としても新しい形の技術協力である。

そのため、明確なプロジェクト目標の指標が設定しにくいこともあり、定量的な指標基準の

設定が行われておらず、目標の達成度を測る評価や検証が困難となった。今後、新しい取り

組みや目標をプロジェクトとして実施する際には、目標指標の設定、評価基準の設定を、プ

ロジェクト開始時から定めるようにすべきである。指標や基準の設定によって、プロジェク

トの活動が明確な目標に向かってより具体的となり、またモニタリングや評価にも容易とな

り、かつ関係者への説明もしやすくなるからである。

（2）新しいソフト技術のプロジェクト導入について

上記のように、本件は日本としても新しい形の技術協力である。このため、TMC という新

しいコンセプトの導入については、プロジェクト活動のなかで練り上げられ、形づくっていっ

た経緯がある（特にプロジェクト後半において）。換言すれば、最初の 1 ～ 2 年間は、専門家

の間でも試行錯誤の連続であり、技術移転そのものは機能していなかったといえる。このよ

うに、そもそも日本ですでに開発が進んでいる、あるいは定着しているものであればよいが、

そうでないものを技術移転しようとする試みの場合は、前段階での準備を周到にすべきであ

る。言い換えれば、こうした新しい形の技術協力は大変貴重な試みであり、人造りの基本と

はいえるが、プロジェクト期間のなかで成果を生み出そうとするには、もっと計画策定の段

階で検討を加え、協力の手法を考慮する必要がある。

（3）プロジェクトの組織体制

本案件のみならず他のプロジェクトでも同様であるが、PEVOTI の「Project」からもわか

るとおり、プロジェクト実施のための組織が新たにできあがっており、Institution-building

といった面で問題がなかったか疑問が残る。もちろん、ドナーの協力によって、新たな資金

源や人材を導入する、あるいは古い機構を打ち破る新しい組織編成を作り出すといったこと

を、相手国側が計画することも多く、一概にプロジェクト実施のための新組織の是非は語れ

ない。

しかしながら、既存組織を利用してプロジェクトを機能させるか、あるいは母体となる

TESDA の一部組織のなかに組み込まれるほうが、プロジェクト終了後の自立発展性を考える

うえでは、より好ましいといえる。このようなことから、今後、プロジェクト形成時におい
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て相手国担当機関との話し合いを行う際には、プロジェクトをめぐる組織体制について、よ

く詳細を詰めておく必要があると思われる。

（4）プロジェクトの関係者への理解や広報

本件では、PEVOTI の施設の入り口のところに、施設の完成にあたってのプレートがはめ

込まれている。このプレートには、プロジェクトのミッションステートメントのようなもの

や活動内容が書かれている。このプレートの設置によって、関係者のプロジェクトに対する

目標意識や方向性の明示にも役立っていたと思われる。このように、プロジェクトの目的や

概要を記すといった試みは、単なるモニュメントの域を出て、将来にわたって日本と相手国

との協力の経緯を示す軌跡ともなることから、他のプロジェクトでもなされるように、相手

国側にも働きかけることはひとつのアイデアであろう。





資　　　料

　　　　　　　　　　　　　　　1　ミニッツ

　　　　　　　　　　　　　　　2　質問票

　　　　　　　　　　　　　　　3　質問票回答結果取りまとめ

　　　　　　　　　　　　　　　4　終了時評価調査資料
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1　プロジェクト運営体制

（1）実施計画・体制

A　対処方針表（現状分析）（表 1）

B　TMC を基にした職業訓練コースのカリキュラム及び教材開発の進捗状況（表 2、3）

C　計画の実施成果および妥当性

－ 当初計画に対し、1997 年 1 月 14 日～ 13 日にかけて、田中正晴氏（労働省能力開発局

海外協力課課長補佐）を団長とする巡回調査団がプロジェクトを訪問。この巡回調査団と

比側との間で、協力開始後 2 年半を経過したプロジェクト活動の進捗状況の確認及び評

価を行うとともに、今後の活動計画について検討を行った。その報告の中で、「結論とし

て、施設設備及びC ／ P において更なる比側の努力を求めたい部分もあり、技術移転に

おいても若干の問題を残す分野もあるが、その一方では予想外の進展を見せている分野

もある。」と述べている。

その結果、プロジェクトの後半の計画をより現実的なものにするために、プロジェク

トの活動計画を見直し、当初計画の修正を行った。（表 4）

以下、各ワークショップの実績と計画の妥当性について示す。

表 5　訓練管理（TM）

表 6　カリキュラム開発（CTM）

表 7　制御（C）

表 8　機械（M）

表 9　金属加工（MP）

表 10　ワークショップ受講者状況一覧

D　プロジェクト終了後のフィリピン側関連機関による自立発展の可能性

－ プロジェクトが TESDA の組織の中枢に位置していること、基本的には PEVOTI の現

在の業務がそのまま TESDA の組織傘下の NITTVET の業務であることから技術協力が

終了した時点でプロジェクトの名称はなくなっても業務及びスタッフは現状をそのまま

継続していくことになり十分自立していける状況にある。

ただ、TMC を TESDA 傘下の全訓練施設に定着させる（上位目標）ということを目標

として専門家に指示し、仕事をしてきたこともあり完全とはいかないまでもその目標が

見える段階まで、もう少し継続していくことが望まれる。
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E　NITTVET － TESDA 及び関連機関の最新組織図

図 1 ～ 3

（2）機材受入・維持・管理体制

・機材設置概略図（図 4）

・機械ワークショップのスペースが供与機材に比べ狭隘である。

・機材受け入れ管理は TESDA の施設機材調達保守管理課が行うことになっているが、

PEVOT I の機材活用管理は当プロジェクトの MANAG I NG  COOD I NA TOR　

MR.P.ARRIOLA が責任者として管理している。

2　日本側投入実績

（1）専門家派遣

－－－長期専門家については、八木専門家が発病のため早期帰国をしたことにより 1997 年

3 月 8 日～ 6 月 18 日の約 3ヶ月間、教材開発に係る専門家が不在だったことを除けば計画通

り実施された。

短期専門家については、5 年間に 20 名を計画していたが、プロジェクト後半は試行訓練、セ

ミナーの実施に重点を置いてきたことから 15 名にとどまった（表 12、15）。

（2）研修員受入

－－－研修員の受入れ実績は計画と大差なく実施された。C ／ P のほとんどが研修を受ける

ことができ、C ／ P 全員がほぼ同じ土俵で仕事ができたことは結果としてよかった。ただ、

一部ではあるが、本人の希望した内容とちがった者、研修期間を考えれば、単に機械操作

だけでなく指導員として指導技術等の研修が必要であった者もいる（表 13、16）。

（3）機材供与

－－－機材の大幅な遅れにより、計画を大幅に見直さざるを得ない状況があり（機械ワーク

ショップ）、また、C ／ P の技術不足も伴い単なるオペレーションの移転に終わるものもあ

る。

当プロジェクトはソフトの移転に主眼がおかれている関係から機械設備の量は比較的少量

にとどまっている。整備された機械はすべてソフト移転のツールとして使われるため使用

頻度は極めて高い（表 12、15）。
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（4）現地業務費

－－－プロジェクト初年度、2 年度は比側予算の配分が少なかったことから、現地業務費で

訓練用消耗品などの購入、メインテナンス費の負担を肩代わりしてきたが、3 年度、4 年度

については比側でプロジェクトの運営に必要な予算を十分に確保したので現地業務費での

支出は本来の専門家活動費に当てることができた（表 13）。

3　フィリピン側投入実績

（1）カウンターパート

－－－C ／ P の配置状況は表 14 に示すように最終的には帳尻があっているが、機械ワーク

ショップに関してはプロジェクト発足当初から 1 名欠員のままであった。その上、1997 年

1 月にその 1 名が昇格により席を外れることになり、その後任に新たに 1 名補充になったが

依然 1 名欠員のままであった。1998 年 7 月になってやっと最後の 1 名が補充になりなんと

か当初の計画人員になった。余すところあと 8ヶ月の時点である（表 14、16）。

（2）予算措置

－－－初年度、2 年度は PEVOTI の施設建設に重点が置かれ、3 年度、4 年度は試行訓練が

開始されたのに伴い必要な運営予算が配分された。最終年度はアジア経済危機の影響を受

け、国家予算が 25％削減される中、PEVOTI の予算も削減される結果となった（表 16）。

（3）建物・施設等

－－－事務所、実習場に関しては、建築後 3 年を経過した時点からあちこちに雨漏りが生

じたり天井が剥がれるといったことはあるが、訓練に支障をきたすような問題ではない。唯

一問題となるのは、トイレの処理槽が不完全なため常にあふれでてきて使用できなくなる

ことである。
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